
その他の波及効果
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出典）Jari Kauppila, ALPSシンポジウム(2019)

出典）山形与志樹, IPCC 
WG3シンポジウム(2019)
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食料のライフサイクルにおけるエネルギー消費・GHG排出推計例

出典：https://www.oregon.gov/deq/FilterDocs/PEF-FoodTransportation-FullReport.pdf

出典：GRAIN (2011) Food and climate change: the forgotten link

食料のライフサイクルでは相当
大きなエネルギー、GHG排出が
なされている。
食料ロス・廃棄を減らせられれ
ば、生産量が減り、加工や輸送
等におけるエネルギー消費、容
器の低減とそれを製造するため
のエネルギー消費、小売での保
存、陳列の食料品減少によるエ
ネルギー消費低下など、大きな
波及効果が予想される。

食料のライフサイクルにおけるエネルギー消費（米国）の推計例

GHG排出量に対する食料需給関連の寄与（世界）の推計例

米国での推計例では10.8 EJ/yr（1990年代）（エネルギー消費全体の12%程度）
食料のライフサイクルにおける様々な工程でエネルギーが消費される。
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リバウンド効果

データセンター等での電力消費量の増大
⇒ ただし、人はエネルギーの20%程度
を脳で消費していることからすると、
社会の社会のより効率の良いエネル
ギー利用のために、脳にあたるAI, IoT
等のある程度の消費増は合理的か？

公共交通機関から、ライドシェアへの移行等
⇒ ヘルシンキのMaaSの取り組みでは、タ
クシーの利用は増大している。ただし、鉄
道等の公共交通機関が存在する区間は、
それに誘導するプライシングなどの対応は
しやすい。

ただし、様々なリバウンド効果の可能性があり、要検討事項

経済自律的にシェアリング経済に移行できた場合、そこで浮い
た所得は、新たな消費に向かい、エネルギー消費を増大させ
る可能性も（例：宇宙旅行）。

仮に、（在宅勤務などで通勤時間が減り）時間が浮けば、その
時間で別のエネルギー消費の増大がもたらされる可能性も。



３．長期大幅排出削減に向けた政府
戦略と課題
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第５次エネルギー基本計画における2030、2050年への対応方針

出典）政府資料

2030年に向けて 2050年に向けて
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経産省長期地球温暖化対策プラットフォームにおける戦略
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2℃目標の温暖化緩和コスト、経済影響は相当大きい

- CO2限界削減費用（炭素価格）は、430-530 ppm CO2eqシナリオの
場合2100年では約1000～3000 $/tCO2（いずれも25-75パーセンタ
イル）、全ﾓﾃﾞﾙでは150～8000 $/tCO2程度と推計。モデル分析結
果からは、世界GDPの10%以上の損失になる確率も25%程度。

- しかも、これは世界全体で費用最小化の場合であり、各国の限界削
減費用に差がある場合や、政策の非効率性を含めると、上限は更に
高くなる可能性あり。

2℃目標相当 2℃目標相当

出典）IPCC WG3 第5次評価報告書、2014
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累積排出量と気温上昇の関係および排出に対する気温応答

出典）IPCC AR5 統合報告書

【長期のビジョン】累積排出量と気温上昇には線形に近い関係が見られる。CO2排出に対する気温
応答は減衰に非常に長い時間を要する。すなわち、いずれのレベルであろうとも、気温を安定化しよ
うとすれば、いずれはCO2の正味ゼロに近い排出が必要。長期的には正味でCO2排出をゼロに近づ
けていくことは重要（時間スケールの問題は残る）
【現実におけるとるべき方策】一方、気候感度には大きな不確実性あり。長期でCO2正味ゼロ排出に
近づけていく過程は大きな排出経路の幅が存在し得る。総合的なリスクマネジメントが重要

2010年排出に
対する気温上
昇応答。CO2
排出の100年後
の寄与を1とし
て規格化

平衡気候感度（likely(>66%)レンジ）
（括弧は最良推計値もしくはmedian等）

IPCC WG1 第４次(AR4)以前 1.5～4.5℃（2.5℃）

IPCC WG1 第４次(AR4) (2007) 2.0～4.5℃（3.0℃）

IPCC WG1第５次(AR5) (2013) 1.5～4.5℃（合意できず）

IPCC WG3 第５次(AR5) ｼﾅﾘｵ
気温推計（MAGICCﾓﾃﾞﾙ） (2014) 2.0～4.5℃（3.0℃）

“likely”レンジが同じ

便宜上、第４次の
評価をそのまま利用

GHG排出の気温上昇へのインパクト

気候感度（濃度倍増時の気温上昇）推計の変遷（IPCC）



４．AI, IoT等のイノベーションによる
波及効果を含めた大幅排出削減の
可能性に関するシナリオ分析例



運輸部門、鉄鋼、化学部門の経済自
律的なCO2排出低減
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完全自動運転車に伴うカーシェア、ライドシェアの誘発に
関するシナリオ分析とその波及に関する分析のイメージ

完全自動運転車の実現
IT, AI, ビッグデータ等の進展
社会的側面の整備（法整備）
など

カーシェアの誘発

公共交通機関との
分担の関係

自動車稼働率の上昇

車両価格が高くても経済
的になりやすくなる。

自動車保有台数の低減

鉄鋼生産用などの
エネルギー消費の低減

ガソリン・軽油需要の低減

連産品としての石油精製
のバランスの変化（灯油、
重油等の余剰）

産業部門における重油の代替等
が相対的に経済効率的に（ガスへ
のシフト等）

国際海運における
SOx等の規制との
関係：対応のあり方

発電部門への影響

2℃目標等実現の炭
素価格低下

各種部門への影響

(検討中。今回の分析に含まれず)

(検討中。今回の分析に含まれず)

シェール
ガス等

リバウンド効果
（他の製品購入や
サービス利用増）
(検討中。今回の
分析に含まれず)

ナフサの低減

鉄、プラスチック製品などの
需要の低減 電気自動車等が相対的

に経済的に

ライドシェアの誘発

自動車移動全体における
エネルギー消費の低減
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カーシェア・ライドシェアリングによる
乗用車台数減少の影響

 2050年における乗用車の保有台数は60%に、新車販売台数は70%に
(SSP1→SSP1+カーシェアリング・ライドシェアリング)。

【粗鋼生産量への影響】

 乗用車1台当たり1000kg、小型トラック2500kg、バス5000kg、大型トラック
5000kgと想定(平戸他、2009)し、新車ベースの鉄重量に換算すると、78%に
（SSP1→SSP1+カーシェアリング）

 全体の粗鋼生産は98%に。

 その際、自動車輸入国は域内の車体需要減ほどには粗鋼生産量が低下しな
いものの、自動車輸出国は域外の車体需要減に応じて粗鋼生産量が低下す
るような想定をおいて計算。

【エチレン・プロピレン生産量への影響】

 エチレン・プロピレンに占めるプラスチックのシェアは85%、そのうち自動車の
シェアは8%と想定。

 結果、エチレン・プロピレンの生産量は99%に（これに伴い、ナフサ、エタン共
に減少）。


